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株式会社 エーアイテイー
代表取締役社長 矢 倉 英 一

　

第32回 定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第32回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面又はインターネットにより議決権を行使す

ることができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2019

年５月20日（月曜日）午後５時までに議決権を行使くださいますようお願い申しあげ

ます。

敬 具

記

１. 日 時 2019年５月21日（火曜日）午前10時 受付開始：午前９時15分

２. 場 所 大阪市中央区安土町三丁目１番３号

ヴィアーレ大阪 ２階 クリスタルルーム
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３. 目的事項

[報告事項] １．第32期（2018年３月１日から2019年２月28日まで）事業

報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び

監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第32期（2018年３月１日から2019年２月28日まで）計算

書類の内容報告の件

[決議事項 ]

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 取締役２名選任の件

４. 議決権の行使に関する事項

（１）書面による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2019年５月20

日（月曜日）午後５時までに到着するようご返送ください。
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（２）インターネットによる議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に記載の当社指定の議決権行使ウェブサイト

（https://www.net-vote.com/）にアクセスしていただき、画面の案内にしたが

って、2019年５月20日（月曜日）午後５時までに議案に対する賛否をご入力く

ださい。スマートフォンをご利用の場合は、ＱＲコードにより直接議決権の行

使が可能です（詳細は、27ページをご参照ください。）。

（３）議決権の重複行使の取り扱い

①書面とインターネットにより、二重に議決権を行使された場合は、インターネ

ットによるものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

②インターネットにより、複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行

われたものを有効な議決権行使として取り扱わせていただきます。

以 上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申しあげます。また、議事資料として本招集ご通知をご持参いただきますようお願い申しあげま

す。

◎当日ご出席の際は、開会間際の混雑緩和のため、お早めのご来場をお願い申しあげます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネッ

ト上の当社ウェブサイト（http://www.ait-jp.com/）に掲載させていただきます。

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別

注記表」につきましては、法令及び定款第 14条の規定に基づき、当社ウェブサイト

（http://www.ait-jp.com/）に掲載しておりますので、「添付書類」には記載しておりません。したが

って、添付書類に含まれる連結計算書類及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を作成するに際

して監査をした連結計算書類及び計算書類の一部であります。

◎株主総会にご出席される株主様とご出席がむずかしい株主様の公平性等を勘案し、株主総会に

おけるお土産の配布をとりやめさせていただいております。ご理解賜りますようお願い申しあ

げます。
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（添付書類）

事 業 報 告

（自 2018年３月１日
至 2019年２月28日）

１．企業集団の現況
　(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国の経済は、個人消費に持ち直しの動きが見ら

れ、企業収益の改善も進み、緩やかな回復基調で推移いたしました。海外では、

米国経済が堅調に推移しているものの、一方では通商政策に伴う貿易摩擦の影

響が懸念されるなど、依然として不透明感は拭えない状況にあります。

この状況下、当社グループは、収益の主軸となる海上貨物輸送を中心に精力

的に営業活動を行い、通関や配送等までを含めた一貫輸送の受注獲得にも注力

し、新規顧客の獲得及び大口顧客を始めとした既存顧客との取引拡大を図って

まいりました。また、これら営業活動は当社グループが得意とするアパレルや

日用雑貨を取扱う企業のみならず、未だ取扱いの少ない業種へも拡げてまいり

ました。一方で、これらに取り組む上で、人員の増加等により販売費及び一般

管理費は増加することとなりましたが、利益改善を図るために販売価格を中心

に見直し等も行い、安定した利益の確保に努めてまいりました。

以上のことから、当連結会計年度における営業収益は27,783百万円（前年同

期比10.6％増）、営業利益1,543百万円（前年同期比3.1％増）、経常利益1,703百

万円（前年同期比7.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益1,167百万円（前

年同期比6.1％増）といずれも前年同期を上回る結果となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

＜日本＞

海上貨物輸送の受注獲得に向けての営業強化が奏功し、取扱コンテナ本数は、

輸入で207,004TEU（前年同期比4.9％増）、輸出入合計で218,616TEU（前年同期

比5.9％増）と前年同期を上回ることとなりました。一方で通関受注件数は、昨

年９月の台風被害の影響により、日本国内での物流に混乱や遅延が生じたこと

や、その後のトラック等の輸送手段の不足により、一時的に新規案件を中心に

受注を制限したことで、86,568件（前年同期比1.9％減）と前年同期を僅かに下

回ることとなりました。

この状況下、販売価格及び利益の改善を図るべく、輸入の海上運賃を中心に

価格転嫁等にも取り組んでまいりました。

以上のことから、日本における営業収益は21,962百万円（前年同期比8.5％

増）となりましたが、セグメント利益は、主に営業原価や販売費及び一般管理

費等の増加の影響から876百万円（前年同期比6.6％減）となりました。
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＜中国＞

中国での輸出入貨物の取扱増加に伴い、中国国内での輸送に関連する収益機

会が増えたことで、営業収益は5,191百万円（前年同期比12.5％増）、セグメン

ト利益は658百万円（前年同期比7.5％増）と前年同期を上回ることとなりまし

た。

＜タイ＞

貨物の取扱規模も小さいことから、営業収益は85百万円（前年同期比1.1％

増）となり、一方で営業活動における費用が嵩んだ結果、セグメント損失は12

百万円（前年同期はセグメント損失７百万円）となりました。

なお、連結子会社である「AIT LOGISTICS (THAILAND) LIMITED」は、2018年

11月30日をもって営業を終了し、現在清算手続中であります。

＜その他＞

米国、台湾現地法人及びベトナム合弁会社それぞれで徐々に貨物の取扱いは

増してきておりますが、貨物量としてはまだ少ないことから、営業収益への貢

献は僅かに留まったことで、営業収益は543百万円（前年同期は営業収益167百

万円）、セグメント利益は21百万円（前年同期はセグメント損失45百万円）とな

りました。
（注）TEU（Twenty-foot Equivalent Unit、20フィートコンテナ換算）とは、海上コンテナの数量を

表す単位で、20フィートコンテナ１個分を１TEUと計算します。

② 設備投資等の状況

当連結会計年度の設備投資の総額は、159,381千円となりました。これは主に

日本における業務基幹システムの刷新に係る費用であります。

なお、当連結会計年度において重要な設備の除却又は売却はありません。

③ 資金調達の状況

　該当事項はありません。
　

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。
　

⑤ 他の会社の事業の譲受の状況

該当事項はありません。
　

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状
況

該当事項はありません。
　

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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　(2) 財産及び損益の状況

区 分
2015年度
第29期

2016年度
第30期

2017年度
第31期

2018年度
第32期

(当連結会計年度)

営 業 収 益 (千円) 21,146,852 21,263,523 25,114,385 27,783,095

経 常 利 益 (千円) 1,599,961 1,461,542 1,587,530 1,703,837

親会社株主に帰属する当期純利益 (千円) 1,042,630 981,484 1,100,217 1,167,620

１株当たり当期純利益 (円) 54.55 51.35 57.56 61.09

総 資 産 (千円) 6,368,464 6,802,871 7,654,926 8,238,449

純 資 産 (千円) 4,741,683 5,066,144 5,610,083 5,954,735

自 己 資 本 比 率 (％) 74.2 74.3 72.9 71.9

(注) 「１株当たり当期純利益」は、期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）に基
づき算出しております。

　

　(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 重要な親会社の状況

該当事項はありません。
　

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名
資 本 金
(出 資 金)

当社の
出資比率

所在国 主要な事業内容

愛特（香港）有限公司 1,700千香港ドル 100％
中国
(香港)

国際貨物輸送事業

上海愛意特国際物流有限公司 1,340千米ドル 100％ 中国 国際貨物輸送事業

AIT LOGISTICS (THAILAND) LIMITED 6,000千バーツ 64％ タイ 国際貨物輸送事業

AIT International of America,Inc. 1,000千米ドル 100％ 米国 国際貨物輸送事業

台湾愛意特国際物流股份有限公司 13,000千台湾ドル 100％ 台湾 国際貨物輸送事業

AITC LOGISTICS（VIETNAM）CO.,LTD. 110億ベトナムドン 51％ ベトナム 国際貨物輸送事業

（注）AIT LOGISTICS(THAILAND)LIMITEDは、2018年11月30日をもって営業を終了し、現在清算手続中
であります。

　 ③ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

該当事項はありません。
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　(4) 対処すべき課題

グローバル化した今日の企業活動の中で、当社グループの主な事業である国際

貨物輸送事業は、社会的、経済的に重要で、大きな役割と責任を負っていると考

えております。

すなわち、当社グループがお客様の支持を得て事業を伸展することは、当社グ

ループの企業価値の増大に結びつくだけではなく、結果としてかかる社会的使命

と責任を果たすことにつながるものであると認識し、特に以下の項目を対処すべ

き課題として掲げて、積極的に取り組んでおります。

①事業基盤の強化と拡大

お客様の物流ニーズが多様化する近年、物流の効率化やコスト削減、納期短縮

といったニーズが強くなり、これらの要望に応えるべく、当社グループは、国際

貨物輸送だけでなく、通関や配送等までを一貫して受注する提案を行っておりま

す。

これらのもと、当社グループは、アパレル製品や雑貨類の輸送を中心に、中国

から日本への輸入海上貨物の取扱高の増加を図ることで業績の拡大を図ってまい

りました。

当社グループは、企業の成長を更に加速させるべく、積地側である中国での検

品・検針といった加工業務から始まり、国際貨物輸送、通関や配送までを一貫し

て請け負えるグループの環境を活かし、顧客のニーズを的確に捉えた物流提案を

積極的に行い、輸送実績の少ない業種への営業活動も精力的に行ってまいりま

す。

加えて、東南アジアから日本への輸入貨物や日本からの輸出貨物の集荷、日本

を介さない三国間輸送の獲得に向けての営業強化に取り組むとともに、中国、東

南アジア、米国の現地法人や各国の代理店との連携も深め、グローバル物流体制

の基盤強化も図ってまいります。

また、独自での海外営業戦力の充実と海外拠点網の拡充を図るとともに、今後

当社グループが注力すべき分野に精通した企業との提携等も視野に入れ、事業規

模の拡大を図ってまいります。

そして、収益性の改善に向けて社内体制やインフラの整備、効率化によるコス

ト削減等にも取り組み、安定的な収益の維持と確保に努めてまいります。
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②人材の確保

当社グループは、持続的な事業の拡大を実現していくためには、企業の成長に

応じた人材の確保及び育成が重要課題であると考えております。

現在幅広い業界で人手不足が表面化しており、物流業界においても、需要に対

して人手不足が顕著であり、人材の確保が困難な状況となっております。特に国

際貨物輸送サービスでは、日本国内及び世界各国の物流事情に精通した知識、経

験を持つ人材が必要不可欠で、今後の当社グループの事業拡大及び海外展開を加

速させる上で人材確保と育成は大きな経営課題であると認識しております。

人材の採用については、即戦力の人材確保を目的とした中途採用及び将来を見

据えた社員の育成と組織の活性化を目的とした新卒採用を行っております。

また、人材育成も重要な課題であると認識し、採用後の新入社員研修、中途採

用研修、外部の専門研修、階層別研修、海外研修なども充実させ、いち早い戦力

化に取り組んでおります。

当社グループにとって、最も重要な経営資源は人材であり、事業の安定的かつ

持続的成長のために、より適正な人事評価制度の導入や社員の給与体系などの待

遇改善も実施し、従業員のモチベーションを維持向上させる仕組みづくりに取り

組んでまいります。

③内部管理体制の強化

当社グループは、持続的な企業価値の向上と成長を維持するために、内部管理

体制の充実と強化が必要不可欠であると認識しております。

当社グループでは、業務拡大に伴う組織体制の見直しと整備を逐次実施すると

ともに、内部管理体制を強化しコーポレート・ガバナンスの浸透に取り組んでお

ります。

今後もこの内部管理体制を有効に機能させることが企業価値を更に高め、効率

的かつ健全な企業経営を実現するものと認識し、より一層透明性の高い経営を目

指し、相互牽制の効いた内部管理体制の強化に取り組んでまいります。

　

　(5) 主要な事業内容（2019年２月28日現在）

当社グループは、国際貨物輸送事業並びにこれらの附帯業務を主な事業として

おります。
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　(6) 主要な営業所（2019年２月28日現在）

①当社

名 称 所 在 地

本 社 大阪市中央区本町二丁目１番６号

東 京 支 社 東京都港区

名 古 屋 営 業 所 名古屋市中区

福 岡 営 業 所 福岡市博多区

　
　 ②子会社

会 社 名 所 在 地

愛 特 （香 港） 有 限 公 司 中華人民共和国 香港特別行政区

上海愛意特国際物流有限公司 中華人民共和国

AIT LOGISTICS (THAILAND) LIMITED タイ王国

AIT International of America,Inc. アメリカ合衆国

台湾愛意特国際物流股份有限公司 台湾

AITC LOGISTICS（VIETNAM）CO.,LTD. ベトナム

（注）AIT LOGISTICS(THAILAND)LIMITEDは、2018年11月30日をもって営業を終了し、現在清算手続中
であります。

　

　(7) 従業員の状況（2019年２月28日現在）

従業員数 前連結会計年度末比増減

595名 25名（増）

(注) 従業員数は就業人員で表示しております。なお、臨時従業員58名（１日８時間換算による期中
平均人員）は含んでおりません。

　

　(8) 主要な借入先の状況（2019年２月28日現在）

該当事項はありません。

　

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の株式の状況（2019年２月28日現在）

(1) 発行可能株式総数 　 53,856,000株

(2) 発行済株式総数 19,754,400株（自己株式640,833株を含む。）

(3) 単元株式数 　 100株

(4) 株主数 7,790名

(5) 大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 エ イ チ ア ン ド ワ イ 7,139,600 株 37.35 ％

ビ－ビ－エイチ フイデリテイ ピユ－リタン フイデリテイ シリ－ズ イントリンシツク オポチユニテイズ フアンド 900,000 4.71

ビーエヌワイエム アズ エージーテイ クライアンツ １０ パーセント 874,600 4.57

ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフシー リ フィデリティ ファンズ 573,220 3.00

ビ－ビ－エイチ グランジヤ－ ピ－ク インタ－ナシヨナル オポチユニテイ－ズ フアンド 500,200 2.62

馬 上 真 一 500,000 2.62

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー ５０５２２４ 500,000 2.62

矢 倉 英 一 496,400 2.60

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 475,400 2.49

株 式 会 社 ド ル フ ィ ン ズ 412,000 2.15

（注）持株比率は、自己株式(640,833株)を控除して計算しております。

　

３．会社の新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付された

新株予約権等の状況

　 該当事項はありません。

　

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権等の

状況

該当事項はありません。

　

　(3) その他の新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
　(1) 取締役及び監査役の状況（2019年２月28日現在）

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 矢 倉 英 一 事業戦略室・大阪
営業開発室・東京
営業開発室・海上
業務部・大阪通関
部担当

上海愛意特国際物流有限公司 董事長
愛特（香港）有限公司 董事

AIT LOGISTICS(THAILAND)LIMITED DIRECTOR

AIT International of America,Inc. DIRECTOR

台湾愛意特国際物流股份有限公司 董事

常 務 取 締 役 馬 上 真 一 東京営業・グロー
バル営業推進室・
東京通関部・海外
（中国・北米担当）

兼 東京支社長

上海愛意特国際物流有限公司 董事
愛特（香港）有限公司 董事
AIT International of America,Inc. DIRECTOR
台湾愛意特国際物流股份有限公司 董事

取 締 役 西 村 司 総合企画部・経理
財務部担当

上海愛意特国際物流有限公司 董事
愛特（香港）有限公司 董事
台湾愛意特国際物流股份有限公司 監察人

取 締 役 大 槻 信 夫 大阪営業部・海外
（香港・台湾・東
南アジア）担当

愛特（香港）有限公司 董事
AIT LOGISTICS(THAILAND)LIMITED DIRECTOR
台湾愛意特国際物流股份有限公司 董事

取 締 役 貝 塚 悦 夫

取 締 役 松 田 佳 紀 株式会社NYMK 代表取締役
株式会社ワコーパレット 常務取締役

常 勤 監 査 役 清 水 洋 志

監 査 役 西 島 佳 男 西島佳男法律事務所 弁護士

監 査 役 三 村 淳 司 三村公認会計士事務所 代表
株式会社リライズ・パートナーズ 代表取締役
株式会社幸和製作所 社外監査役
株式会社アジュバンコスメジャパン 社外取締役
東和薬品株式会社 社外監査役

（注)１．取締役貝塚悦夫氏及び松田佳紀氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
２．監査役西島佳男氏及び三村淳司氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
３．当社は取締役貝塚悦夫氏及び松田佳紀氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。
４．当社は監査役西島佳男氏及び三村淳司氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として

指定し、同取引所に届け出ております。
５．監査役三村淳司氏は、公認会計士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有してお

ります。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、社外取締役及び監査役の全員と会社法第423条第１項の賠償責任を限定

する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第１

項に定める額を責任の限度としております。
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　(3) 取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

６名

(２名)

113,815千円

( 4,000千円)

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

３名

(２名)

13,905千円

( 3,900千円)

合 計 ９名 127,720千円

（注)１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2006年５月26日開催の第19回定時株主総会決議において年額

150,000千円以内と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、2007年５月22日開催の第20回定時株主総会決議において年額

30,000千円以内と決議いただいております。
４．上記の報酬等の総額は、当事業年度における役員賞与引当金の繰入額20,000千円（取締役

４名に対し20,000千円）及び当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額16,550千円
（取締役４名に対して15,420千円、監査役１名に対して1,130千円）が含まれております。

　(4) 社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係

　該当事項はありません。
　

② 当事業年度における主たる活動状況

氏名 主な活動状況

貝 塚 悦 夫
当事業年度17回開催した取締役会のうち17回に出席し、企業経営に関する豊富
な経験を活かし、議案の審議等に必要な発言を適宜行っております。

松 田 佳 紀
当事業年度17回開催した取締役会のうち16回に出席し、企業経営に関する豊富
な経験を活かし、議案の審議等に必要な発言を適宜行っております。

西 島 佳 男
当事業年度17回開催した取締役会のうち16回、15回開催した監査役会のうち15
回に出席し、弁護士としての専門的見地から、当社の意思決定の妥当性・適正
性を確保するための助言・提言を行っております。

三 村 淳 司
当事業年度17回開催した取締役会のうち16回、15回開催した監査役会のうち15
回に出席し、公認会計士としての専門的見地から、当社の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための助言・提言を行っております。
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５．会計監査人の状況
　(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

　

　(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当事業年度に係る報酬等の額 19,000千円
② 当社及び当社子会社が支払うべき金銭
　 その他財産上の利益の合計額 19,000千円

（注）１．監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関
する実務指針」を踏まえ、前事業年度の監査実績の分析・評価、監査計画におけ
る監査時間・配置計画、会計監査人の職務の遂行状況、報酬見積りの相当性等を
確認し、検討した結果、会計監査人の報酬額につき会社法第399条第１項の同意
を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等
の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、かつ、実
質的にも区分できないことから、上記の金額はこれらの合計額を記載しておりま
す。

　

　(3) 責任限定契約の内容の概要
当社は、現行定款において、会計監査人との間に責任限定契約に関する規定を

設けております。当該定款に基づき、当社が会計監査人と締結した責任限定契約
の内容の概要は次のとおりであります。
（会計監査人の責任限定契約）
会計監査人は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職

務を行うにあたり善意かつ重大な過失がなかった場合は、法令に定める最低責
任限度額を限度として損害賠償責任を負うものとする。

　

　(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案
の内容を決定いたします。
また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当す

ると認められる場合に、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会
において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

　

(5) 当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人の当社の子会社の計算関係書

類監査の状況

当社の子会社のうち、海外子会社の愛特（香港）有限公司、上海愛意特国際物

流有限公司、AIT LOGISTICS (THAILAND) LIMITEDは、当社の会計監査人以外の公

認会計士又は監査法人の監査を受けております。
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６．業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）
(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制

① コンプライアンス規程を定め、全役職員に法令・定款及び社内規程の遵守を

周知徹底させるとともに、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委

員会を設置し、コンプライアンス体制の維持・向上を推進する。

② 代表取締役社長直轄の内部監査室を設置し、取締役、使用人による職務の執

行が法令・定款及び社内規程に違反することなく適切に行われているかをチェ

ックし、不正の防止・発見及びその改善を行う。また、監査の結果を速やかに

代表取締役社長に報告するとともに、当社監査役（以下単に「監査役」という）

との意見交換により、内部統制における監視機能としての役割を果たす。

③ 監査役は、取締役会において各取締役からの職務の執行状況について報告を

受けるとともに、会社の決議事項のプロセス・内容が法令・定款に基づき適合

しているかを確認する。また、定期的な監査の実施によって、取締役の業務執

行の妥当性・適法性をチェックし、必要に応じて改善・助言又は勧告する。

④ 市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力とは決して関わりを持た

ず、不当な要求に対しては毅然とした対応を取る。

⑤ 財務報告を法令等に従って適正に行うことの重要性を認識し、金融商品取引

法に基づく財務報告に係る内部統制を適切に整備・運用する。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制

取締役の職務執行に係る重要な情報については、法令並びに文書管理規程に基

づき適切に保存・管理する。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

リスク管理に係る規程を制定し、各部門の担当業務に付随するリスクについて

は、当該部門にて個別規程、ガイドライン、マニュアルの整備、研修の実施など

を行うものとし、内部監査室が定期的に監査を実施する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基礎とし

て、取締役会を月１回開催するほか、必要に応じて適宜臨時取締役会を開催する。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 子会社の管理については、関係会社管理規程に基づく。

② 関係会社管理規程に定める関係会社の統括責任者は、定期的に子会社の幹部

会に出席し、子会社の経営状況の把握と問題点の協議を行い、子会社に損失の

発生の恐れがある場合には、その損失の内容、程度及び当社に与える影響等に

ついて、当社の取締役会に報告する。

③ 関係会社管理規程に定める関係会社の統括責任者は、監査役及び内部監査室

との連携を密にし、子会社の管理体制を監査するとともに、その監査結果を当

社の取締役会に報告する。

④ 監査役が、グループの連結経営に対応したグループ全体の監視・監査を適正

に行えるよう監査法人及び内部監査室との十分な情報交換が行える体制を構築

する。
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⑤ グループ内の会社間取引については、法令、定款、企業会計基準、税法その

他の社会規範に照らし適切なものとする。

⑥ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するために、

取締役から子会社の取締役等を選任する。選任された当該取締役は定期的に子

会社の取締役会に出席する。また、子会社も含めたグループ全体における業績

の管理を行う。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項

監査役がその職務を補助すべき使用人の配置を求めた場合は、取締役と監査役

の意見交換の上、監査役補助者を決定する。

(7) 監査役補助者の取締役からの独立性及び監査役の監査役補助者に対する指示の

実効性の確保に関する事項

監査役補助者は、業務執行上、監査役以外の何れの指揮命令系統にも属さず、

監査役より必要な命令を受けて業務を行うものとし、その人事異動、評価等につ

いては、監査役全員の協議の上決定するものとし、取締役からの独立性が確保で

きる体制とする。

(8) 取締役、使用人及び子会社の取締役等、使用人が監査役に報告をするための体

制、その他の監査役への報告に関する体制

① 取締役、使用人及び子会社の取締役等、使用人は監査役の要請に応じて報告、

情報の提供を行い、関係書類の閲覧に応じる。

② 取締役、使用人及び子会社の取締役等、使用人は、会社に著しい損害を及ぼ

す恐れのある事実や法令等に違反する事実を発見した場合は、監査役に報告す

る。

③ 取締役及び子会社の取締役等は経営上の重要事項を、適時、監査役に報告す

る。

④ 監査役は、取締役会等、重要な会議に出席する。

(9) 上記監査役への報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱を

受けないことを確保するための体制

内部通報者の保護に関しては、コンプライアンス規程に定める。

(10)監査役の職務執行について生じる費用（以下「監査費用」という）の前払い又

は償還の手続き、その他の監査費用の処理にかかる方針に関する事項

監査費用につき監査計画に応じて予算化し、その他監査費用についても合理的

な費用は当社の負担とし、経理規程に従い処理する。

(11)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は重要な会議に出席し助言と提言を行うほか、重要書類の閲覧を行い業

務執行状況及び内部統制状況の監査を行う。また、取締役との意思疎通に努め、

特に代表取締役社長とは、定期的な意見交換を行うとともに、監査法人との定期

的な情報交換と内部監査室との連携を図り、監査の実効性向上と監査精度の向上

に努める。
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７．業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）の運用状況の概
要
　(1) 内部統制システム全般

　当社及び関係会社は、適切な内部統制やリスク管理体制を整備し、その運用状

況を内部監査室がモニタリングする実効性のある内部監査を実施しております。

また、内部監査室は、経営者を支援するだけではなく、他の監査・監督機関と連

携することなどを通じて、より幅広くコーポレート・ガバナンスの品質向上に貢

献する役割・責務を果たしております。

(2) 取締役及び使用人の職務執行について

　取締役会規程やその他社内規程を整備し、取締役及び使用人が法令・定款及び

社内規程に則って行動するよう徹底しております。また、当社は当事業年度にお

いて取締役会を17回開催し、各議案についての審議、業務執行の状況等の監督及

び活発な意見交換を行い、意思決定及び監督の実効性を確保しております。

(3) 監査役の職務執行について

監査役は、当事業年度に17回開催された取締役会及び15回開催された監査役会

に出席し、適宜助言・提言を行い、当社の意思決定の妥当性・適正性を確保して

おります。また、会計監査人及び内部監査室との間で定期的に情報交換を行うこ

とで、取締役の職務執行の監査、内部統制システムの整備並びに運用状況を確認

しております。

(4) 当社子会社における業務の適正の確保について

関係会社管理規程に基づき、当社取締役会に各子会社の重要な経営情報が適宜

報告されております。

　

８．会社の支配に関する基本方針
当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関する基本

方針については、特に定めておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2019年２月28日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 7,775,146 流 動 負 債 1,775,748

現 金 及 び 預 金 4,999,159 買 掛 金 1,047,594

受取手形及び売掛金 1,833,833 未 払 法 人 税 等 253,949

繰 延 税 金 資 産 50,092 賞 与 引 当 金 93,118

立 替 金 775,691 役 員 賞 与 引 当 金 20,000

そ の 他 135,236 預 り 金 121,769

貸 倒 引 当 金 △18,866 そ の 他 239,317

固 定 資 産 463,303 固 定 負 債 507,964

有 形 固 定 資 産 82,423 退職給付に係る負債 333,759

建 物 31,394 役員退職慰労引当金 94,220

工具、器具及び備品 17,765 繰 延 税 金 負 債 24,099

建 設 仮 勘 定 33,264 そ の 他 55,886

無 形 固 定 資 産 144,869 負 債 合 計 2,283,713

ソ フ ト ウ エ ア 33,128 純 資 産 の 部

ソフトウエア仮勘定 110,889 株 主 資 本 5,802,756

そ の 他 851 資 本 金 271,140

投資その他の資産 236,010 資 本 剰 余 金 221,590

投 資 有 価 証 券 3,185 利 益 剰 余 金 5,378,034

差 入 保 証 金 228,297 自 己 株 式 △68,008

そ の 他 4,758 その他の包括利益累計額 124,274

貸 倒 引 当 金 △232 その他有価証券評価差額金 223

為 替 換 算 調 整 勘 定 124,051

非支配株主持分 27,704

純 資 産 合 計 5,954,735

資 産 合 計 8,238,449 負 債 純 資 産 合 計 8,238,449

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連 結 損 益 計 算 書
(自 2018年３月１日 至 2019年２月28日)

(単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 益 27,783,095

営 業 原 価 22,066,566

売 上 総 利 益 5,716,529

販売費及び一般管理費 4,173,158

営 業 利 益 1,543,371

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 14,739

受 取 手 数 料 9,870

為 替 差 益 92,138

そ の 他 43,718 160,465

経 常 利 益 1,703,837

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 768 768

税金等調整前当期純利益 1,703,068

法人税、住民税及び事業税 536,395

法 人 税 等 調 整 額 △3,223 533,171

当 期 純 利 益 1,169,896

非支配株主に帰属する当期純利益 2,276

親会社株主に帰属する当期純利益 1,167,620
（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結株主資本等変動計算書
(自 2018年３月１日 至 2019年２月28日)

(単位：千円)

項目

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 271,140 221,590 4,920,476 △68,004 5,345,203

連結会計年度中の変動額

　剰 余 金 の 配 当 △707,202 △707,202

親会社株主に帰属
する当期純利益

1,167,620 1,167,620

自己株式の取得 △3 △3

非支配株主との
取引に係る親会
社の持分変動

△2,860 △2,860

株主資本以外の
項目の連結会計
年度中の変動額
(純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 457,557 △3 457,553

当 期 末 残 高 271,140 221,590 5,378,034 △68,008 5,802,756

項目

その他の包括利益累計額
非支配
株主持分

純資産合計その他有価
証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

為替換算
調整勘定

その他の包
括利益累計
額合計

当 期 首 残 高 27 ― 237,880 237,907 26,972 5,610,083

連結会計年度中の変動額

　剰 余 金 の 配 当 △707,202

親会社株主に帰属
する当期純利益

1,167,620

自己株式の取得 △3

非支配株主との
取引に係る親会
社の持分変動

△2,860

株主資本以外の
項目の連結会計
年度中の変動額
(純額)

195 △113,829 △113,633 732 △112,900

連結会計年度中の変動額合計 195 ― △113,829 △113,633 732 344,652

当 期 末 残 高 223 ― 124,051 124,274 27,704 5,954,735

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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貸 借 対 照 表
（2019年２月28日現在）

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 5,332,842 流 動 負 債 1,350,750

現 金 及 び 預 金 3,013,615 買 掛 金 743,485

売 掛 金 1,368,705 未 払 金 137,277

前 渡 金 37,381 未 払 費 用 14,029

前 払 費 用 47,107 未 払 法 人 税 等 211,683

繰 延 税 金 資 産 48,797 預 り 金 117,420

立 替 金 774,903 賞 与 引 当 金 85,523

そ の 他 55,389 役 員 賞 与 引 当 金 20,000

貸 倒 引 当 金 △13,057 そ の 他 21,330

固 定 資 産 822,070 固 定 負 債 466,295

有 形 固 定 資 産 69,134 退 職 給 付 引 当 金 333,759

建 物 27,825 役員退職慰労引当金 94,220

工具、器具及び備品 8,044 資 産 除 去 債 務 26,809

建 設 仮 勘 定 33,264 そ の 他 11,506

無 形 固 定 資 産 126,909 負 債 合 計 1,817,045

ソ フ ト ウ エ ア 15,168 純 資 産 の 部

ソフトウエア仮勘定 110,889 株 主 資 本 4,337,644

そ の 他 851 資 本 金 271,140

投 資 そ の 他 の 資 産 626,027 資 本 剰 余 金 221,590

投 資 有 価 証 券 3,185 資 本 準 備 金 221,590

関 係 会 社 株 式 366,081 利 益 剰 余 金 3,912,922

繰 延 税 金 資 産 141,996 利 益 準 備 金 2,886

差 入 保 証 金 114,763 その他利益剰余金 3,910,035

そ の 他 232 繰越利益剰余金 3,910,035

貸 倒 引 当 金 △232 自 己 株 式 △68,008

評価・換算差額等 223

その他有価証券評価差額金 223

純 資 産 合 計 4,337,867

資 産 合 計 6,154,913 負 債 純 資 産 合 計 6,154,913

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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損 益 計 算 書
(自 2018年３月１日 至 2019年２月28日)

(単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 益 22,151,595

営 業 原 価 18,229,785

売 上 総 利 益 3,921,809

販売費及び一般管理費 3,005,583

営 業 利 益 916,226

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 734

為 替 差 益 33,815

そ の 他 42,865 77,415

経 常 利 益 993,641

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 446

関 係 会 社 株 式 評 価 損 10,840 11,287

税 引 前 当 期 純 利 益 982,354

法人税、住民税及び事業税 353,265

法 人 税 等 調 整 額 △40,349 312,915

当 期 純 利 益 669,439

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書
(自 2018年３月１日 至 2019年２月28日)

(単位：千円)

項目

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本

準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益
剰余金

利益
剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 271,140 221,590 221,590 2,886 3,947,798 3,950,684 △68,004 4,375,411

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △707,202 △707,202 △707,202

当期純利益 669,439 669,439 669,439

自己株式の

取得
△3 △3

株主資本以

外の項目の

事業年度中

の 変 動 額

（純額）

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― △37,762 △37,762 △3 △37,766

当 期 末 残 高 271,140 221,590 221,590 2,886 3,910,035 3,912,922 △68,008 4,337,644

項目

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 27 ― 27 4,375,438

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △707,202

当期純利益 669,439

自己株式の

取得
△3

株主資本以

外の項目の

事業年度中

の 変 動 額

（純額）

195 195 195

事業年度中の変動額合計 195 ― 195 △37,570

当 期 末 残 高 223 ― 223 4,337,867

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年４月18日

株式会社エーアイテイー

　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
公認会計士 羽 津 隆 弘 ㊞

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 神 﨑 昭 彦 ㊞

業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社エーアイテイーの2018年３月１日から

2019年２月28日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株

主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算

書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す

ることが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社エーアイテイー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及

び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2018年10月10日開催の取締役会にて、会社を株式交換

完全親会社、日新運輸株式会社を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日、両社間で

株式交換契約を締結した。その後、効力発生日となる2019年３月１日に株式交換を行った。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係

　 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告

独立監査人の監査報告書
2019年４月18日

株式会社エーアイテイー

　取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
公認会計士 羽 津 隆 弘 ㊞

業 務 執 行 社 員

指定有限責任社員
公認会計士 神 﨑 昭 彦 ㊞

業 務 執 行 社 員

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社エーアイテイーの2018年３月１日

から2019年２月28日までの第32期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ

の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計

算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細

書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の

基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示

がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること

を求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が

実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意

見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手

続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、2018年10月10日開催の取締役会にて、会社を株式交換

完全親会社、日新運輸株式会社を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日、両社間で

株式交換契約を締結した。その後、効力発生日となる2019年３月１日に株式交換を行った。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

利害関係

　 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書
当監査役会は、2018年３月1日から2019年２月28日までの第32期事業年度の取締役の職務の

執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画
等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及
び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要
に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確
保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を
確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制
（内部統制システム）について、監査役会が定めた内部統制システムに係る監査役監
査の実施基準に準拠し、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に
関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している
旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連
結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）
について検討いたしました。
２．監査の結果

(1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人 有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2019年４月18日
　 株式会社エーアイテイー 監査役会

　常勤監査役 清水 洋志 ㊞
　社外監査役 西島 佳男 ㊞
社外監査役 三村 淳司 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　

第１号議案 剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、当事業年度の業績、経営環境等を勘案し、また、内

部留保にも意を用い、次のとおりといたしたく存じます。

　 (期末配当に関する事項)

　 (1) 配当財産の種類

金銭といたします。

　 (2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金 18円

総額 344,044,206円

なお、中間配当金として１株当たり金18円をお支払いしておりますの

で、当期の年間配当金は１株当たり金36円となります。

　 (3) 剰余金の配当が効力を生じる日

2019年５月22日といたしたく存じます。
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第２号議案 取締役２名選任の件

　本議案は、当社グループのガバナンス体制及びコンプライアンス体制の強化を図
るために、新たに取締役２名の選任をお願いするものであります。
　取締役の候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、当社における地位及び担当
(重要な兼職の状況)

所有する当社
の普通株式数

１

新任

川
かわ

峯
みね

　 寛
ひろし

(1971年７月21日生)

1994年４月 有限会社アスター 入社

117,000株

2000年６月 当社 入社

2007年３月 当社東京営業部長

2009年６月 愛特（香港）有限公司董事

2012年３月 当社東京営業部長

2016年３月 当社執行役員東京営業部長

2019年３月 当社執行役員東京通関部担当（現任）

【取締役候補者とした理由】

当社の営業部長、海外子会社の董事、当社の通関部長及び執行役員としての任務を通

じて、当社の事業活動に関し、豊富な経験と高度な知識を有していることから、取締

役として適任であると判断し、取締役候補者といたしました。

２

新任

塚
つか

田
だ

　泰弘
やすひろ

(1970年１月７日生)

1990年４月 阪神電気鉄道株式会社 入社

―

1999年４月 阪神エアカーゴ株式会社へ転籍

2009年９月 株式会社阪急阪神エクスプレスへ転籍

2010年６月 当社 入社

2013年２月 当社東京通関部長

2017年３月 当社大阪通関部長

2018年３月 当社執行役員大阪通関部長（現任）

【取締役候補者とした理由】

運輸業界での豊富な経験並びに当社の通関部長及び執行役員としての任務を通じて、

当社の事業活動に関し、豊富な経験と高度な知識を有していることから、取締役とし

て適任であると判断し、取締役候補者といたしました。
（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．取締役候補者の所有する当社株式数は、2019年２月28日現在の状況を記載しております。

以 上
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【インターネットによる議決権行使のご案内】

　インターネットによる議決権行使は、パソコン又はスマートフォンから当社の指定
する下記の議決権行使ウェブサイトにてご利用いただくことが可能です。

１．議決権行使ウェブサイトについて

〔 議決権行使ウェブサイトアドレス 〕 https://www.net-vote.com/

議決権の行使期限は、2019年５月20日（月曜日）午後５時までとなっておりま
すので、お早めに行使をお願いいたします。

２．インターネットによる議決権行使方法について
〔 パソコンをご利用の方 〕

上記の議決権行使ウェブサイトにアクセスしていただき、同封の議決権行使書
用紙に記載の「ログインＩＤ」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内
にしたがって議案の賛否をご入力ください。

〔 スマートフォンをご利用の方 〕

同封の議決権行使書用紙に記載の「スマートフォン用ＱＲコード」を読み取り
いただくことにより、「ログインＩＤ」及び「パスワード」を入力することなく
議決権を行使いただくことができます。

なお、一度議決権を行使された後で行使内容を変更される場合は、上記の議決
権行使ウェブサイトにアクセスしていただき、議決権行使書用紙に記載の「ログ
インＩＤ」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の案内にしたがって議案の
賛否をご入力ください。（ＱＲコードは株式会社デンソーウェーブの登録商標で
す。）

３．ログインＩＤ及びパスワードのお取扱いについて
（１）議決権行使書用紙に記載されているログインＩＤは、本株主総会に限り有効で

す。
（２）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重

要な情報です。大切にお取扱いください。
（３）パスワードの再発行をご希望の場合は、後記の専用ダイヤルにご連絡ください。

４．ご留意事項
（１）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際に発生する接続料金等は、株主様

のご負担となります。
（２）株主様のインターネット利用環境、スマートフォン又は携帯電話の機種等によ

っては、議決権行使ウェブサイトがご利用いただけない場合がございます。

【インターネットによる議決権行使に関するお問合わせ】

株式会社アイ・アール ジャパン 証券代行業務部
　 〔専用ダイヤル〕０１２０－９７５－９６０
　 〔受付時間〕午前９時～午後５時（土・日・祝日を除く）
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株主総会会場ご案内図

会場：大阪市中央区安土町三丁目１番３号

　 ヴィアーレ大阪 ２階 クリスタルルーム

◎ 地下鉄御堂筋線 本町駅①番出口

東へ徒歩３分

◎ 地下鉄堺筋線 堺筋本町駅⑰番出口

西へ徒歩５分

◎ 車でのご来場はご遠慮くださいますようお願いいたします。

※株主総会にご出席される株主様とご出席がむずかしい株主様の公平性等

を勘案し、株主総会におけるお土産の配布をとりやめさせていただいて

おります。ご理解賜りますようお願い申しあげます。
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